
 
 

東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会 規約 
 

（名称） 

第１条 本会は「東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会」（以

下、「研究会」という。）と称する。 
 

（目的） 

第２条 研究会は、独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）が東日本大震災の復興市

街地整備事業で導入した｢復興ＣＭ方式｣における事業実施体制等に対す

る評価や契約方式の検証等を通じ、大規模災害後の復興事業への適用可

能性と通常の公共工事における新たな契約方式の可能性について検討す

ることを目的とする。 
 
（審議事項） 

第３条 研究会は、「復興ＣＭ方式」に関して次の事項について評価・検証する。 

➀復興市街地整備事業を遂行するための仕組み（体制・手順・役割分担等） 

   ②復興ＣＭ方式における契約上の仕組み 

③新たな入札契約方式としての適用可能性 

④その他 
 

（構成） 

第４条 研究会は、別紙に掲げる者をもって構成する。 

  ２ 研究会に座長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

  ３ 座長は、研究会の議事を整理する。 
 

（会議の運営等） 

第５条 研究会は、委員の二分の一以上の出席をもって成立する。 

    ２ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、研究会に出

席してその意見を述べる又は説明を行うことを求めることができる。 

  ３ 研究会は原則非公開とするものとする。 

４ 配付資料、議事要旨（以下「議事要旨等」）は、研究会の事務局におい

てホームページその他の方法により公開する。ただし、座長が非公開とし

て取り扱うことが妥当と判断した議事要旨等については、一部非公開と

することができる。 
 

（事務局） 

第６条 研究会の事務局は国土交通省土地・建設産業局建設業課入札制度企画

指導室に置く。 

  ２ 事務局は、会議の運営に関する事務その他の事務を処理する。 
 

（雑則） 

第７条 この規約に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は、座長

が定める。 
 

附則 

この規約は、平成２８年９月７日から施行する。 


